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章 章 章

日本統計年鑑の章の見直しについて（案）

日本統計年鑑（第53回以降） 見直し（案）

＜見直しのポイント（案）＞ 
 

ユーザーの利便性を考慮し，章の構成の体系は従来通りとしつつも，「公的統計の整備に関する 

基本的な計画」（平成26年3月25日）を踏まえ，経済・社会の環境変化に対応 
 

 

○第1 日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）への対応 

     第7～14章について，日本標準産業分類大項目や「United Nations Statistical Yearbook」を参考に整理  

○第2 経済・社会の環境変化に対応するため，経済統計の充実 

    １ 近年新たに始まった経済センサス（平成21年）及びサービス産業動向調査 （平成20年）の経済統計に 

       基づき，章の名称や内容を一部変更 

      2  「公的統計の整備に関する基本的な計画」に，環境に関する統計の整備が掲げられていることから 

      「United Nations Statistical Yearbook」を参考に第26章から環境を分離し，章を新規追加 

＜前回の見直しのポイント＞ 

 

○第1 章の構成の体系化 
         「Ⅰ国土・人口」（第1・2章），「Ⅱマクロ経済指標」（第3～5章），「Ⅲ経済統計」 

        （第6～19章），「Ⅳ社会統計」（第20～26章）及び「Ⅴ国際統計」（第27章） 

 

○第2 社会の環境変化による章の新規追加 
          情報通信，文化及び環境の充実 
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